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119　概　　　　　　況

預金残高(注１)

　平成25年３月末の預金残高は、51兆7,868億円余りであった。対前年比で2.1％の伸びとなっ

ている。

貸出残高(注１)

　平成25年３月末の貸出残高は、26兆1,321億円余りであった。対前年比で0.7％の伸びとなっ

た。

貸出約定平均金利

　県内に本店を有する金融機関の貸出約定平均金利は、平成25年３月現在1.606％であった。

(注)　１　国内銀行(注２)および信用金庫等(注３)の神奈川県内店舗分の貸出金末残と預金末残を基に、日本銀

行横浜支店で算出(注４)。

金融機関預金および金融機関向け貸出金を含み、オフショア勘定、信託勘定および中央政府向け貸出

金を含まない。

２　銀行本体の設立根拠が国内法に準拠している銀行（日本銀行、政府関係機関およびゆうちょ銀行

を除く）。

３　表120（注）参照

４　国内銀行は日本銀行調査統計局報告ベース（「都道府県別預金、現金、貸出金調査表」）の計数を、

信用金庫等は日本銀行横浜支店報告ベース（「預金、貸出金の月末残高状況」）の計数を各々使用。

＜資料出典＞　　日本銀行横浜支店� (統計センター)

県中小企業制度融資の状況

　県では、県内中小企業の経営の安定と発展を図るため、金融機関と協調して、中小企業への

安定的かつ機動的な金融支援を実施している。平成24年度は、融資規模として一般分2,000億

円と緊急対応分600億円を合せた2,600億円を設定した。

　平成24年度の主な取組としては、中小企業金融のセーフティネットとして「景気対策特別融

資」の充実や、商工会・商工会議所の経営支援と連携した「創業支援融資（経営サポート型）」

及び10月に国が創設した「経営力強化保証制度」を活用した「経営力強化サポート融資」の新

設など、県内中小企業をとりまく経営環境の変化に機動的に対応した。

　平成24年度の県中小企業制度融資の融資実績は、総額約1,805億円（前年度対比88.8％）で

あった。

（金融課）
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120　預金・貸出高　－金融機関別－

　単位　百万円� (各年12月末日現在) 日本銀行横浜支店調

年　　別 国内銀行 信　金 信託勘定 その他 

預  金  高

平　成 22 年 34,289,676 8,030,337 111,456 6,935,911

23 年 35,055,747 8,209,502 101,722 7,119,426

24 年 35,928,237 8,379,966 - 7,288,757

貸  出  高

平　成 22 年 17,709,499 4,331,583 10,058 3,757,699

23 年 17,818,827 4,329,719 8,897 3,805,752

24 年 18,103,219 4,298,957 - 3,804,367

国内銀行(注１)および信用金庫等(注２)の神奈川県内店舗分の貸出金末残と預金末残を基に、日本銀行横浜支店で算出(注３)。
金融機関預金および金融機関向け貸出金を含み、オフショア勘定および中央政府向け貸出金を含まない。
(注）１　銀行本体の設立根拠が国内法に準拠している銀行（日本銀行、政府関係機関およびゆうちょ銀行を除く）。

２　その他のうち、預金は、労金、信組、商中、農協、漁協の合計。
　　　　　　　　　貸出は、労金、信組、商中、農協、漁協、日本政策金融公庫の合計。
３　国内銀行は日本銀行調査統計局報告ベース（「都道府県別預金、現金、貸出金調査票」）の計数を、信用金

庫等は日本銀行横浜支店報告ベース（「預金、貸出金の月末残高状況」）の計数を各々使用。

121　種類別預金と貸出金・有価証券・店舗数

　単位　百万円� （各年12月末日現在）（一社）横浜銀行協会調

年　　別

預金高

貸 出 金 有価証券
店舗
数要求払 

預　金
定期性 
預　金

その他 
預　金

合　計 うち一般預金

平成 22年 19,265,434 14,286,161 653,015 34,204,627 33,372,152 17,757,933 2,083,626 520

23年 20,234,675 14,072,035 654,855 34,961,588 34,283,864 17,857,221 2,263,567 520

24年 21,208,681 13,930,457 719,243 35,858,404 35,101,565 18,130,509 2,304,103 522

（注）　要求払預金(当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金)、定期性預金(定期預金、定期積金、円デポ市場取引
関係の預金)。

122　郵便貯金預金残高

　単位　百万円� （各年度末現在）「ゆうちょ銀行ディスクロージャー誌」より作成

年　　別 預　金　計 流動性預金 定期性預金

平成 22年度 10,713,832 3,615,461 7,098,370

23年度 10,797,615 3,620,894 7,176,721

24年度 10,828,799 3,610,528 7,218,271

（注）１　「流動性預金」＝通常貯金＋貯蓄貯金＋特別貯金（通常郵便貯金相当）
２　「定期性預金」＝定期貯金＋定額貯金＋特別貯金（定期郵便貯金相当＋定額郵便貯金相当＋積立郵便貯金相当
　　　　　　　　�＋住宅積立郵便貯金相当＋教育積立郵便貯金相当）

３　貯金は銀行法施行規則の負債科目「預金」に相当。「振替貯金」は「当座預金」、「通常貯金」は「普通預金」、「貯
蓄貯金」は「貯蓄預金」、「定期貯金」は「定期預金」に相当。「定額貯金」は「その他の預金」に相当するが、
定期性預金に含める。

４　年度末預金残高には、未払利子を含まない。
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123　手形交換状況

（一社）横浜銀行協会調

年　　別
手 形 交 換 高 不 渡 実 数 取 引 停 止 処 分

枚 数 金 額 枚 数 金 額 人 員 枚 数 金 額

千枚 百万円 枚 千円 人 枚 千円

平　成 22 年 1,988 4,001,162 1,284 51,541,892 75 181 286,365

23 年 1,842 3,501,717 666 2,069,181 57 92 258,103

24 年 1,708 3,527,274 524 12,079,743 42 66 2,756,113

124　信用保証状況

１　神奈川県� 神奈川県信用保証協会調

年 度 別
保 証 申 込 保 証 承 諾 代 位 弁 済 保 証 債 務 残 高

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

千円 千円 千円 千円

平成22年度 28,816 590,076,529 25,890 503,410,775 2,636 36,773,462 91,772 1,218,872,889

23年度 22,934 456,664,342 21,145 387,480,324 2,364 32,520,696 90,653 1,195,645,788

24年度 21,761 416,640,248 19,819 361,463,373 2,159 30,000,728 87,551 1,127,582,739

２　横 浜 市� 横浜市信用保証協会調

年 度 別
保 証 申 込 保 証 承 諾 代 位 弁 済 保 証 債 務 残 高

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

千円 千円 千円 千円

平成22年度 11,770 266,873,006 10,472 228,422,459 983 14,066,724 35,653 538,924,532

23年度 10,628 196,175,956 9,500 160,342,842 847 12,131,538 36,714 528,293,815

24年度 8,772 169,899,048 7,791 145,013,675 901 12,310,481 35,583 485,415,789

３　川 崎 市� 川崎市信用保証協会調

年 度 別
保 証 申 込 保 証 承 諾 代 位 弁 済 保 証 債 務 残 高

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

千円 千円 千円 千円

平成22年度 5,054 83,262,943 4,702 71,863,561 435 4,988,955 17,651 202,658,795

23年度 4,815 74,960,260 4,447 62,550,598 347 3,734,562 18,157 203,542,035

24年度 3,971 58,153,073 3,680 51,737,842 332 4,065,669 17,708 189,973,227

（注）　代位弁済(金額)については、元金、利息の合計額。
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125　企業倒産状況（負債総額１千万円以上）

１　業 種 別� （株）東京商工リサーチ横浜支店調

年　　別
合 計 製 造 業 建 設 業 卸 売 ・ 小 売 業

件 数 負 債 額 件 数 負 債 額 件 数 負 債 額 件 数 負 債 額

百万円 百万円 百万円 百万円

平成�22年 739 148,971 120 39,853 226 36,574 145 19,642

23年 668 269,883 81 9,637 199 22,130 164 20,739

24年 671 95,805 100 33,319 202 20,577 153 24,137

年　　別
運 輸 ・ 通 信 業 不 動 産 業 サービス業他

件 数 負 債 額 件 数 負 債 額 件 数 負 債 額

百万円 百万円 百万円

平成�22年 65 5,733 31 25,771 152 21,398

23年 54 3,443 33 5,374 137 208,560

24年 61 5,357 29 2,453 126 9,962

２　原 因 別

年　別
放 漫 経 営 過 少 資 本 業 績 悪 化 売掛金回収難 在庫状態悪化 設備投資過大

件　数 件　数 件　数 件　数 件　数 件　数

平成�22年 14 20 642 1 - 4

23年 12 26 572 2 1 6

24年 14 35 564 4 - 1

２　原 因 別（つづき）	 ３　負債規模別

年　別
他社倒産の余波 そ の 他

1,000万円以上
5,000万円未満

5,000万円以上
１億円未満

１億円以上
５億円未満

５億円以上
10億円未満

10億円以上

件　数 件　数 件 数 件 数 件 数 件 数 件 数

平成�22年 39 19 385 120 182 26 26

23年 34 15 372 103 170 11 12

24年 41 12 363 109 165 22 12

（注）１　「業績悪化」は「既往のシワ寄せ」及び「販売不振」の合計。

２　「その他」は「信用性低下」及び「偶発的原因」の合計。
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126　生 命 保 険

（社）生命保険協会調

年　度　別
新 契 約 年 度 末 現 在

件 数 保 険 金 額 件 数 保 険 金 額

百万円 百万円

平　成　22　年度 935,683 4,761,142 12,944,014 76,805,923

23　年度 952,045 5,024,148 13,185,138 76,027,073

24　年度 1,083,052 5,569,687 13,708,626 75,960,192

127　火 災 保 険

（社）日本損害保険協会関東支部調

年　度　別
新 契 約 支 払 保 険 金

件 数 保険金額 保 険 料 件 数 金 額

百万円 千円 千円

平 成 21 年度 556,686 33,561,738 24,937,485 10,764 6,240,480

22 年度 509,836 28,887,161 21,872,991 10,617 7,194,813

23 年度 495,326 35,227,461 21,836,018 17,195 22,929,735

（注）１　「長期契約・地震保険契約」を除く。

２　損害保険料率算出機構「損害保険料率算出機構統計集」による。
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